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★事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細。期間限定複数年度事業は全体像を記述）

１　現状把握の部（DO、PLAN）
(1) 事務事業の目的と指標
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関係者（住民、議
会、事業対象者、利
害関係者等）からど
んな意見や要望が
寄せられているか？

(単位) (単位)

① 手段（主な活動）　21年度実績（21年度に行った主な活動）（DO） ･
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上記、業務の流れの①～⑩の作業を実施する。
※H22年度からは、計画の進行管理及び行政評価に関する外部
支援は行わない。
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② 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等

③ 意図（この事業によって、対象をどう変えるのか）

19年度

実績(決算)

④活動指標（事務事業の活動量を表す指標）＝①の指標

H20年度は試行的にH19年度実績(基本計画期間前)を基に実施したが、H21年度
は、行政評価システムを使って実際に総合計画の進行管理を行うことに取り組ん
だ。なお、本事業とは別に、仕組みとしての行政評価システムを使いこなし、進行管
理の流れの中で、これをさらに予算編成に活かすため、政策体系予算の編成・構築
事業(別新規事業)に取り組んだ。

行政評価システムに関するホームページへのアクセス件数を見ることで、市民が総合計画のすすみ具合が分かるという状況を判断できると考え
た。また、職員アンケートにおける「行政評価システムについて理解していると答えた職員の割合」を見ることで、市職員が基本計画の施策目標に
対する実績及び評価結果を把握できているかを推測できると考え設定した。
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ﾌﾟﾗﾝ関連

濱田　善也

岩田　建一担当者名

課長名

1244

事
　
業
　
費

千円

％

千円
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事務事業名

事務事業マネジメントシート （21年度実績と22年度計画）

見込

全庁横断
課題関連

政策企画班

本市の総合計画において、政策体系の施策ごとに設定した目標値に対して、実績を把握し、評価を加えて計画の進行状況を管理し、その結果を次の予算や改
善に結び付け、P-D-C-Aのサイクルを回すという行政評価システムの仕組みを使った進行管理＝行政経営を行う事業である。H19年度に策定した第１期基本
計画期間はH20～22年度までの3年間であり、H20年度から計画の実行に入ったため、H21年度から取り組むものである。本事業は、Ｈ18,19の総合計画策定事
業を受け、H20で行政評価システム構築事業として取り組んできた事業であり、計画策定とシステム構築が完了したため、H21年度から(行政評価システムを活
用した)総合計画進行管理事業に移行して実施していくこととした。地方分権一括法の施行に伴い、自治体の行政運営が中央官庁依存型から対等協力関係に
よる自己決定、自己責任が求められている。また、国の三位一体の改革による地方交付税等の減額など、財政運営が厳しさを増すとともに、情報公開を基本と
した住民との協働によるまちづくりが推進されるようになった。引き続く景気後退により、さらに税収の落ち込みが予想され、より効率的な行政経営が求められ
る。自治基本条例の施行によって、さらに情報共有が進み、市民参画が保障されることにより、まちづくりの進行管理としての本事業の重要度も増してくる。
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進行管理のための各評価作業に参加した延べ人数 人

【意見や要望】

所属課

(B)人件費計
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④ 活動指標

⑥成果指標（意図の達成度を表す指標）＝③の指標 (単位)

21年度

行政評価システムについて理解していると答えた職員の割合

＊⑥成果指標設定の理由と平成２２年度目標値設定の根拠

20年度

所属班

22年度計画（次年度に計画している主な活動）（PLAN）

総務企画部

企画財政課

年度）
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成果優先度評価結果

期間限定複数年度
年度）
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地方自治法第2条第4項予算科目

終了、開始年度
21単年度繰返（開始年度単年度のみ

21年度で終了 22年度から開始 事業期間
～

【事業の内容】

(開始した背景・
きっかけ・今後の
状況変化を含む)

・総合計画進行管理事業としての意見等はまだ出されていないが、連動する行政評価システムに関する意見は多い。
・市議会からは、「行政評価は外部に委託するのではなく、自前ではできないのか」という意見や、「行政評価システムの導入
理由と他の自治体の導入状況と成果」についての一般質問など、数多く寄せられている。
・職員からは、いつまでも外部コンサルタントに依存せず、自前でできる本市なりの行政評価を行うべきだという意見がある。

⑤対象指標（対象の大きさを表す指標）＝②の指標

①事務事業の振り返り評価（事務事業ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄ作成、各担当ごと）の作成、②実績値把握のための市民意識調査の実施、③議論による施策の目標達成度
評価(施策ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｰﾄの作成)及び事務事業貢献度評価の実施(行政経営推進部会)、④市総合政策審議会による施策評価(意見等)、⑤市議会による施策評
価(意見等)、これを踏まえた政策推進本部における⑥経営方針の策定、並行して次年度に向けた⑦新規・拡充事務事業の事前評価、さらに、④⑤⑥⑦を受け
て、次年度に向けた⑧事務事業優先度評価(行政経営推進部会)の実施、⑨これらの結果を基に「予算の取組」を作成(施策統括課長及び担当課長)。⑩そして
施策ごとに配分(政策推進本部)された予算枠に応じ議論の基で施策ごとの予算検討会議を実施し、編成に活かす。

【主な予算費目】 旅費（研修旅費）

【業務の流れ】

⑤ 対象指標

市民
市職員

単位

(2) 各指標・総事業費
　　の推移

総合計画のすすみ具合がわかる。
基本計画の施策目標に対する実績及び評価結果が把握できる。

実績(決算) 目標(当初予算）

21年度

－１枚目－



２　評価の部（SEE）

 達成した 　  達成しなかった ⇒【原因】

 目標達成見込みあり ⇒【理由】  目標達成は厳しい ⇒【理由と対策】

 向上余地がある ⇒【理由】  向上余地がない ⇒【理由】

 他に手段がある  他に手段がない ⇒【理由】

 統廃合・連携ができる ⇒【理由】

 統廃合・連携ができない ⇒【理由】

 削減余地がある ⇒【理由】  削減余地がない ⇒【理由】

 削減余地がある ⇒【理由】  削減余地がない ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】  公平・公正である ⇒【理由】

 見直し余地がある ⇒【理由】  役割分担は適正である ⇒【理由】

４　今後の方向性（事務事業担当課案）(PLAN)
(１) 今後の事業の方向性（改革改善案）・・・複数選択可

廃止 休止 目的再設定 事業統廃合・連携 事業のやり方改善（有効性改善）　

事業のやり方改善（効率性改善）　 事業のやり方改善（公平性改善）　

現状維持（従来通りで特に改革改善をしない）

(３) 改革，改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

削減

（具体的な手段，事務事業）

コスト

自治基本条例の周知・啓発に伴い、計画の進行管理及び行政評価について情報の公開を進
めることで目標達成の見込みがある。

向上

維持 増加

事業の内容が一部の受益者に偏っていて不公
平ではないか？受益者負担が公平・公正になっ
ているか？

進行管理における行政評価においては、時代や情勢の変化に伴い、公共的に担う役割は変遷
する可能性があり、見直しの余地は常にある。

進行管理における行政評価については、市民の意見や要望を記載する項目や市民の役割等
を示す項目を設けてあり、受益の機会は公平・公正である。

役
割
分
担
評
価

⑧行政の役割分担の適正化

事務事業のやり方や手段においてこれまでの
行政、市が行ってきた範囲を住民や地域・団体
に移行出来ないか？

事務事業名 合志市総合計画進行管理事業 所属部

目
標
達
成
度
評
価

（廃止・休止の場合は記入不要）

総合計画と連動した行政評価システムの構築として取り組んできたが、構築され、実際に計画の体系ごとに評価を加え、進行管理
を始めると、計画の進行度合いのみが把握できるだけでなく、行政評価システムで取り組む作業自体が行政の動き、運営(=経営)
そのものであり、実績としての決算が、次の予算につながっていく過程をまちづくりの課題である施策ごとに明らかにし、市民の代
表としての総合政策審議会の意見や市議会の決算審査に伴う意見等を基に、いかに次の予算や取り組みの改善につなげていく
かが見えるようになった。

３　評価結果の総括（ＳＥＥ）　※事務事業全体の振り返り、成果及び反省点等を記入

公
平
性
評
価

⑦受益機会・費用負担の適正化
余地

有
効
性
評
価

①21年度目標達成度評価

目的を達成するには，この事務事業以外他
に方法はないか？類似事業との統廃合がで
きるか？類似事業との連携を図ることにより、
成果の向上が期待できるか？

④類似事業との統廃合・連携の可
能性

③成果の向上余地

次年度以降にこの事務事業の成果を向上させる
余地はあるか？成果が頭打ちになってないか

事務事業の本年度目標値に対して本年度の
見込みはついているか？

やり方を工夫して延べ業務時間を削減できないか？
成果を下げずにより正職員以外の職員や委託でで
きないか？（アウトソーシングなど）

②22年度目標達成見込み

所属課

事務事業の前年度実績は前年度目標値を
達成したか、未達成の場合その原因は？

＊原則は２１年度の事後評価、ただし複数年度事業は２１年度実績を踏まえての途中評価

⑤事業費の削減余地

市の総合計画を行政評価システムを使って進行管理を行う事業であり、市の行政運営(経営)そ
のものの動きであることから他に手段はない。

市民には総合計画の進行管理及び行政評価について、周知・啓発によって関心を高めるととも
に、職員にはさらに予算・決算への活用を進めることで、理解度を高める余地がある。

企画財政課

○

維持

総務企画部

(２) 改革・改善による期待成果

低下

有効性の改善では、行政評価の質を向上させるため、市民に分かりやすく示していくことで、まち
づくりへの関心を高めていく必要がある。また、効率性の改善では、評価に対する職員の理解を深
め、議論によって納得を得ながら進める作業を定着化し、精度を高める必要がある。

効
率
性
評
価

⑥人件費（延べ業務時間）の削減
余地

成果を下げずに事業費を削減できないか？（仕
様や工法の適正化、住民の協力など）

進行管理における行政評価の作業について、職員の理解や精度が高まれば、作業に係る時間
を削減できる余地がある。

本事業は、職員の議論によって総合計画の政策体系における施策ごとに進行管理を行うもの
であり、事業費はない。

合志市

成
果

自治基本条例の施行によって、さらにきめ細やかな対応が求められ、分かりやすい情報公開と丁寧な説明を行う責任が強化され
ることになる。行政評価システムをうまく使いこなし、情報共有や説明責任を果たす仕組みとして市民及び職員の共通のツールと
して機能させるよう、本市にふさわしいシステムとしていく必要がある。また、外部支援に頼らない自主、自立した進行管理を目指
し、外部支援に代わる自浄作用効果を発揮する改善を図る必要がある。

－２枚目－


